
第17回 定時株主総会



報告事項

第17期(自2022年1月1日 至2022年12月31日)
事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類
監査結果報告の件

１.

第17期(自2022年1月1日 至2022年12月31日)
計算書類報告の件

２.

決議事項

剰余金の処分の件

資本準備金の額の減少の件

取締役12名選任の件

監査役 5名選任の件

第1号議案

第2号議案

第3号議案

第4号議案



監査報告



対処すべき課題



対処すべき課題

INPEX Vision @2022



長期戦略



2030年頃に目指す姿

ネットゼロ5分野

バランスの取れた
ポートフォリオを構築

INPEXはネットゼロカーボンを理想から現実に変えていきます

～ネットゼロ5分野へ最大1兆円程度を投入、2030年に営業CFの1割程度を目指す～

探鉱前営業
キャッシュフロー

5~6兆円程度

有利子負債削減

成長投資

3.8~4.4兆円程度

株主還元

うち、ネットゼロ5分野

0.7~1兆円程度

収入

石油・天然ガス分野

安定供給を継続・拡大

CCUS等により

クリーン化を進めながら

収益基盤として強化・拡充

2030年

GHG原単位

30％以上低減

［ 2022から2030年の9ヵ年 ］

支出

商業化の実現と
確固たる地位の確立



中計期間 2050年2030年頃

2035年頃

営業CFの1割程度へ

CCUS

水素

アンモニア

再エネ

森林

製造事業規模
6万Nm3/h

(年間36万トン)

CCUS事業

として収益化

国内需要の

約1割を供給

グリーン水素も製造

持続可能な

森林保全事業の拡大

柏崎実証事業

年間700トン

再エネ発電容量

500MW

国内技術開発事業

400Nm3/h

REDD+事業

150万トン

柏崎実証事業等

年間6,000トン

クレジット調達

年間200万トン

製造事業規模
1万Nm3/h
（年間6万トン）

再エネ発電容量

1-2ＧＷ

3件以上の事業化

年間10万トン

CO2圧入

年間250万トン

2030年頃に目指す姿：ネットゼロ５分野

メタネー
ション

事業参画

約150倍

約400倍

約2-4倍

約25倍

拡大

拡大

大規模化



石油

天然ガス

クリーンな

石油・天然ガスの

安定供給を
継続・拡大

ガス事業投資比率

70%程度へ

GHG原単位

10%以上削減

ガス事業投資比率

50%程度

GHG原単位

30%以上低減
（2019年比）

LNG取扱量1,000万トン程度

2030年頃に目指す姿：石油・天然ガス分野

中計期間 2050年2030年頃

継続的

取組み

「コアエリアへの選択と集中」・「天然ガスシフト」・「強靭化とクリーン化」を一体で推進し、

クリーンなエネルギーの安定供給を目指す

コアエリアへの選択と集中

天然ガスシフト 強靭化とクリーン化

クリーン化

ガスシフト
トレーディング機能強化



中期経営計画 2022-2024



指標
2024年12月期目標

Brent油価60ドル Brent油価70ドル

経営目標

親会社株主に帰属する
当期純利益

1,700億円 2,400億円

探鉱前営業CF 6,000億円 7,000億円

ROE 6.0%程度 8.0％程度

ネットD/Eレシオ 50%以下

事業目標

ネット生産量 日量70万バレルを上回る水準へ

バレル当たり生産コスト 5ドル/バレル以下へ向けて削減

GHG原単位
2030年目標の達成に向け、

3年間で10%（4.1kg/boe）以上低減

安全 重大な事故ゼロ

経営目標・事業目標



株主還元

還
元
水
準

純利益水準

配 当

自己株式

取得

30円
（下限）

総還元性向

40%以上

配当金

下限30円

安定的な配当を基本としつつ、業績の成長に応じて、株主還元を強化する

• 総還元性向は40％以上を目途とする。

• 事業環境、財務体質、経営状況等を踏まえ、自己株式取得を実施する。

• 短期的に事業環境等が悪化した場合でも、1株当たり年間配当金の下限を30円とする。



中期経営計画2022-2024の進捗

指標
2022年12月期

（実績）
2023年12月期
（見通し）

2024年12月期
（目標）

前提条件

ブレント原油価格
（米ドル/バレル）

99.00 75.00 60ドル／バレル 70ドル／バレル

為替
（円/米ドル）

131.60 125.00 110円／米ドル 110円／米ドル

経営目標

親会社株主に帰属する
当期純利益

4,382億円 2,700億円 1,700億円 2,400億円

探鉱前営業キャッシュフロー
※イクシス下流IJV込み

10,616億円 約8,000億円 6,000億円 7,000億円

ROE 12.7％ 7%程度 6.0%程度 8.0％程度

ネットD/Eレシオ
※イクシス下流IJV込み

45.8％ 39％程度 50%以下 50%以下

事業目標

ネット生産量
（原油換算、日量）

62.2万バレル 63.9万バレル 日量70万バレルを上回る水準へ

バレル当たり生産コスト
（ロイヤリティを除く）

5.8米ドル／バレル 5.5米ドル／バレル 5ドル/バレル以下へ向けて削減

GHG原単位
28kg/boe
（暫定値）

2024年12月期目
標の2/3以上低減

2030年目標の達成に向け、
3年間で10% (4.1kg/boe) 以上低減

安全 重大な事故ゼロ 重大な事故ゼロ 重大な事故ゼロ



第1号議案

剰余金の処分の件



【 期末配当に関する事項 】

普通株式1株につき 金32円

甲種類株式1株につき 金12,800円

剰余金の配当が効力を生じる日

2023年3月29日(水)

配当総額 金41,820,962,144円

（年間配当総額 金83,420,989,154円）

配当財産の種類 金銭

第１号議案 剰余金の処分の件



第2号議案

資本準備金の額の減少の件



第２号議案 資本準備金の額の減少の件

「資本準備金」約1兆238億円のうち9,510億円を「その他資
本剰余金」へ振替

株主の皆様への分配可能額を拡充し、今後の資本政策の機
動性を確保する目的

法令で定める債権者保護手続きを経て、効力発生日は本年5
月31日の予定

「純資産の部」における勘定科目間の振替処理であり、純資産
額に変動はなく、業績に与える影響はなし



◆実施の目的・背景

✓ 本件実施により、今後は、原則として配当金は「その他利益剰余
金」を、自己株式の取得・消却は「その他資本剰余金」をそれぞれ
財源とすることとしたい

✓ 今後、単体決算の利益を上回る株主還元が見込まれ、「利益剰
余金」のみでは「分配可能額」が減少することから、今回の議案を
上程

✓ 資本準備金を法定の積立基準額まで減少させ、全額をその他資
本剰余金に振り替えることとしたい

補足説明：第２号議案について



第3号議案

取締役12名選任の件



第３号議案 取締役12名選任の件

北村 俊昭
再 任

上田 隆之
再 任



第３号議案 取締役12名選任の件

川野 憲二
再 任

橘髙 公久
再 任



第３号議案 取締役12名選任の件

佐瀨 信治
再 任

山田 大介
再 任



第３号議案 取締役12名選任の件

滝本 俊明
新 任



第３号議案 取締役12名選任の件

柳井 準
再 任 社 外 独立役員

飯尾 紀直
再 任 社 外 独立役員



第３号議案 取締役12名選任の件

西村 篤子
再 任 社 外 独立役員

西川 知雄
再 任 社 外 独立役員



第３号議案 取締役12名選任の件

再 任 社 外 独立役員

森本 英香



第３号議案 取締役12名選任の件

北村 俊昭 池田隆彦上田 隆之

山田 大介

飯尾 紀直

川野 憲二

佐瀨 信治

西村 篤子

滝本 俊明 柳井 準

西川 知雄

橘髙 公久

森本 英香

再 任 再 任 再 任

再 任 再 任 再 任

再 任 再 任

再 任 再 任 再 任

社 外 社 外 社 外

社 外社 外

独立役員

独立役員 独立役員

独立役員 独立役員

新 任



第4号議案

監査役5名選任の件



第4号議案 監査役5名選任の件

川村 明男川村 明男
新 任



麻生 憲一

第4号議案 監査役5名選任の件

刀禰 俊哉刀禰 俊哉
新 任 社 外 独立役員

麻生 憲一
新 任 社 外 独立役員



麻生 憲一

第4号議案 監査役5名選任の件

刀禰 俊哉秋吉 満
再 任 社 外 独立役員

木場 弘子
再 任 社 外 独立役員



第4号議案 監査役５名選任の件

川村 明男 池田隆彦刀禰 俊哉 麻生 憲一

木場 弘子秋吉 満

新 任新 任 新 任

再 任 再 任

社 外

独立役員

社 外

独立役員

社 外

独立役員

社 外

独立役員



報告事項及び

議案すべての質疑と審議



◆現状の株価水準に対する認識について

✓ 好業績等を反映し、株価は2022年に約39％上昇

◆株価向上に向けた今後の取組みについて

✓ INPEX Vision@2022における各事業の推進

✓ 業績の成長に応じた株主還元の強化

✓ 市場への適切な情報発信

事前質問：株価水準について



第17回 定時株主総会




